
雇用分野に関する参考資料 
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「日本再興戦略」改訂2014－未来への挑戦－（平成26年６月24日閣議決定） 

新たに講ずべき具体的施策（Ⅰ） 

  育児・家事支援環境の拡充 

①「放課後子ども総合プラン」→「小１の壁」を打破 （※７月31日策定） 
 

 ⇒ 放課後児童クラブ：2019年度末までに約30万人分の受け皿拡大 
                                                                                       （H25年登録児童数：約90万人）。 
 ⇒ 一体型の放課後児童クラブ・放課後子供教室を約１万か所以上 
                                                                                 （H25年現在：約600か所）。 
 
② 保育士確保対策の着実な実施  
 
③ 子育て支援員（仮称）の創設  
   ⇒幅広い子育て支援分野で主婦等が活躍できるよう認定の仕組みを創設。 
 
④ 安価で安心な家事支援サービスの実現 
   ⇒利用者負担が低い、安心なサービスが供給される仕組みを構築するため、 
        推進協議会を設置し、年度内に検討・結論。 
 
⑤ 国家戦略特区における家事支援人材の受入れ 
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企業等における女性の登用を促進するための環境整備 

⑥ 女性の活躍推進に向けた新たな法的枠組みの構築 
  （※衆院解散により廃案。通常国会に再提出する予定。） 

 ・国、地方公共団体、民間事業者における女性の登用の現状把握、目標    
  設定、自主行動計画の策定等、各主体がとるべき対応について、検討。 
  
 ⇒公共調達や各種補助事業に関し、取組指針を策定 （※８月５日策定） 
 ⇒改正次世代育成支援対策推進法に基づくインセンティブ付与の検討等、両立支

援に積極的に取り組む事業主への支援等拡充。 
 
 

⑦ 企業における女性登用の「見える化」及び 
                 両立支援のための働き方見直しの促進 
 ⇒有価証券報告書における役員の女性比率の記載を義務付け等。 
 ⇒女性の登用状況等に関する企業情報の総データベース化。 
 ⇒長時間労働の削減やテレワークの推進。 
 

「日本再興戦略」改訂2014－未来への挑戦－（平成26年６月24日閣議決定） 

新たに講ずべき具体的施策（Ⅱ） 
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⑧ 国家公務員における女性職員採用・登用の拡大  
  （※６月２４日に、国家公務員の採用昇任等基本方針を改訂。） 
 
⑨「女性のチャレンジ応援プラン」等の実施 
 ⇒「女性のチャレンジ応援プラン」を策定。 
 ⇒ 各地域で応援会議の開催や女性登用推進のための枠組みを構築。 
 
⑩ キャリア教育の推進、女性研究者・女性技術者等の支援等 
 

働き方に中立的な税制・社会保障制度等への見直し 

⑪働き方に中立的な税制・社会保障制度等への見直し 
 ⇒女性の活躍の更なる促進に向け、税制、社会保障制度、配偶者手当等につい

て、経済財政諮問会議で年末までに総合的に検討。 
  （※10月21日に経済財政諮問会議で検討、安倍総理から関係大臣が協力して具体的取組を進めるよう指示。） 

「日本再興戦略」改訂2014－未来への挑戦－（平成26年６月24日閣議決定） 

新たに講ずべき具体的施策（Ⅲ） 

企業等における女性の登用を促進するための環境整備 
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  男女共同参画等の評価項目の設定 

       → 男女共同参画等の調査・広報・研究            
          ※ 総合評価落札方式の場合 

 

女性の活躍推進に向けた公共調達及び補助金の活用に関する取組指針 

     ○ 企業における女性の活躍推進に向けた「公共調達・補助金」の活用方法・範囲を明確化し、 
        毎年度、各府省の取組状況を公表することにより、各府省の取組を促進 

男女共同参画推進本部決定（平成26年8月5日付け） 

（全閣僚構成） 

公共調達 

補助金 

公共調達 

   男女共同参画等の評価項目の設定  
    → 男女共同参画等の調査・広報・研究 

 →  女性が重要な対象者の広報等 
受注機会の増大 

   女性の活躍推進を 
直接の目的とする 

補助金 

 女性の活躍推進に 
資する環境整備の 

補助金 

  主たる目的が別の 
補助金における 

優遇措置等 

 企業における女性の活躍状況等の任意報告 

【 参 考 】 公共調達に関する現行の取組の実績 
Ｈ２３ ２．２億円 ⇒ Ｈ２５ ６．３億円 

男女共同参画会議決定（平成24年３月14日付け） 

（１２閣僚構成） 

各府省の取組の拡大 

考え方の明示 

：新たに明確化したもの 

新規の取組 

公共調達等の機会を捉えた啓発 

※ 総合評価落札方式、 企画競争  の場合 企画競争 
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現状・課題 

 有価証券報告書における役員の女性比率の記載を義務付け（平成26年10月23日内閣府令改正済み、次の
株主総会シーズン以降開示） 
 

 コーポレート・ガバナンスに関する報告書において、企業における役員、管理職への女性の登用状況や登
用促進に向けた取組みを記載するよう各金融商品取引所に要請 

今後の対応 
さらなる情報開示が必要 

女性の活躍状況に関する情報は非財務情報に含まれる企業の「見えない価値」の１つであ
り、中長期的な競争力や財務状況の見通しに役立つものとして、投資家から注目されてい
る。 

情報開示の
意義   

女性の活躍状況に関する開示を行っている企業は17.4%（556社） 
にとどまる 
 

そのうち、役員の男女別構成について記載があったのは、369社 
（全体の11.5%） 

 
 ※コーポレート・ガバナンス報告書の最終更新日が要領改訂後の平成25年4月19日 
  以降の上場企業３１９６社中。 

記載あり 

（556社） 

役員の男女別構成を記載することになっておらず、記載事例はほとんど見られない。 
 

 
 開示状況 （平成25年12月時点） 

 

有価証券報告書 

コーポレート・ガバナンスに関する報告書 

記載要領に「役員の男女別構成」「役員への女性の登用に関する現状」の記載例を明示（任意記載）。  
★平成25年４月 各取引所が「コーポレート・ガバナンスに関する報告書」の記載要領を改訂 

               有価証券報告書等における情報開示 
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